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これから電子申告を導入する場合でもスムーズに対応を実現

現在の確定申告の業務フローをかえずに電子申告に対応可能1

※ このキャラクターおよびロゴは国税庁のものです。

電子申告にはたくさんのメリットがあるよ！
詳しくはe-Taxホームページをみてね！

e-Taxホームページ（https://www.e-tax.nta.go.jp/）

電子申告業務をトータルサポート

税制改正に対応
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「電子申告の達人」の4つの特長

平成29年1月より、地方公共団体の申告書作成システムによる所得
税等の電子申告が簡素化されました。
地方公共団体が利用する「確定申告支援システム」を使用した所得
税確定申告書は、地方公共団体職員による本人確認を前提に、電子
証明書の署名なしで電子申告することができるようになります。
また、電子申告化によって、申告書に添付すべき書類を省略するこ
とも可能です。

電子申告では、確定申告書の提出業務だけでなく、初めて行う際の
事前準備や、電子申告後の結果の確認作業が必ず必要となります。
また、複数の個人納税者の電子申告を一度に行える一括処理機能も
必要になります。「電子申告の達人」では、NTTデータが今まで培っ
てきたノウハウをもとに、煩わしい事前準備はカンタン、スムーズ
に、一括処理や確認作業は漏れなく確実に確認できる機能もあわせ
て提供していますので、地方公共団体の確定申告の電子申告化を強
力にサポートいたします。

多くの地方公共団体が利用する「確定申告支援システム」の申告
データをそのまま電子申告用データに変換、送信が可能です。
従来書面で行っている確定申告の業務はそのままに、「電子送信」作
業の追加という最小限の作業フロー変更で電子申告に対応するこ
とができます。

これから確定申告の提出業務を電子申告で対応しようと検討され
ている地方公共団体についても「電子申告の達人」は操作性が非常
に高いので、導入初年度でもスムーズに電子申告業務を行うことが
できます。また、LGWANに対応しているので、既存のネットワーク
環境が利用できスムーズに電子申告が導入できます。

地方自治体が導入している「確定申告支援システム」の申告データと
連動することでシームレスな電子申告を実現します。

電子申告の達人 地方公共団体用

青色申告・白色申告 所得税確定申告書対応
（第一表～第四表）

平成29年1月の
税制改正により
電子申告が簡単
になりました

これから電子申告を導入する場合でもスムーズに対応を実現

現在の確定申告の業務フローをかえずに電子申告に対応可能



「電子申告の達人」は、所得税の確定申告書類の作成から電子申告までカンタン、便利に行うことができるソフトです。ご利用の「確定申告支援システム」や国税庁の「確定申告書等作成コーナー」で入力した
データを「電子申告の達人」に連動し、申告書作成や電子申告に活用することが可能です。また、初めて電子申告を行う際の事前準備や、電子申告後の結果の確認作業までサポートしていますので、すぐに電
子申告をはじめることが可能です。

電子申告も必要な準備もまとめてサポートします。

「電子申告の達人」にデータ連動する「確定申告支援システム」は、下記に掲載の
システムになります。確定申告支援システムごとに「電子申告の達人」のご提供
方法、ご利用方法がことなりますので、ご購入前に必ずご確認ください。また、国
税庁の「確定申告書等作成コーナー」のデータの連動も可能です。

「確定申告支援システム」のご紹介「確定申告支援システム」からのデータ連動で手間要らず

今まで通りご利用の「確定申告支援システム」で、所得税の確定申告に必要な
データの入力を行います。データの入力が終わったら、「電子申告の達人」に
データを連動します。面倒な設定などもいらずカンタンな操作でデータ連動を
行え、再度「電子申告の達人」でデータの入力を行う必要もありません。

「電子申告の達人」では、国税庁の「確定申告書等作成コー
ナー」のデータも「電子申告準備ツール」を利用することでデー
タ連動可能です。「確定申告書等作成コーナー」のデータも、
面倒な設定などいらず簡単な操作でデータ連動を行えます。

「確定申告支援システム」のデータを活用することで、初めて
電子申告を行う際に必要な開始届出書（利用者識別番号の
取得）を「電子申告の達人」でシームレスに提出ができます。

帳票そのままの画面で確認もカンタン

「電子申告の達人」の画面は帳票イメージそのままなので、連動したデータの確
認や電子申告で必要な情報の確認もスムーズに行えます。また、所得税確定申
告書や青色申告決算書・収支内訳書はもちろん、多くの添付書類を作成でき
るので、公的年金等の受給により申告が必要な方、医療費や住宅ローン等の各
種控除を受ける方の確定申告など、様々なケースの申告に対応しています。

簡単操作で電子申告

作成した申告書データ等を電子申告データに変換し、送信するまでの一連の作
業をしっかりサポートします。もちろん、送信した後の結果の確認も行えます。

複数の納税者の電子申告を一度に行える一括処理機能や各
納税者の電子申告の状況（ステータス）、翌年の確定申告の
際に必要な予定納税額の確認機能等も備え、お客様の確定
申告の電子申告化を強力にサポートします。

ステップ1
確定申告支援システム
確定申告書等作成コーナー（国税庁）

連動する

確認する

ステップ2
電子申告の達人（地方公共団体用）

ステップ3
電子申告管理ツール（地方公共団体用）

申告する

給与
○○市○○町1-1-1

○○産業株式会社
1,752,000 900給料

雑
○○市××町1-1-1

株式会社○○
2,028,000 0雑貨販売

雑
○○市△△町1-1-1

○○保険
1,287,840 28,488○○○○積立年金

配当
○○市□□町1-1-1

○○電気株式会社
120,000 18,378株式の配当

一時 4,654,000 2,662,000
1,992,000

源泉徴収分
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住    所

屋    号

フリ  ガナ

氏    名

○ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

所得の種類
給与などの支払者の｢名称｣
及び｢法人番号又は所在地｣等

種 目 収 入 金 額 源泉徴収税額

円 円

○48 源泉徴収税額の合計額
円

○ 総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項（⑪）

所得の種類 収 入 金 額 必要経費等 差 引 金 額

円 円 円

保 険 料 等 の 種 類 支払保険料等の計 うち年末調整等以外

⑬
社

会

保

険

料

控

除

⑭
小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

円 円

⑮

生

命

保

険

料

控

除

円 円
新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

⑯
地
震
保
険

料 

控 

除

円 円
地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

本人に関

する事項

(⑰～⑳)

寡婦

□ 死別

□ 離婚
□ 生死不明

□ 未 帰 還

ひとり親
勤労学生

障害者
特別
障害者□

年調以外かつ
専修学校等

○ 雑損控除に関する事項（　）○26
損 害 の 原 因 損 害 年 月 日 損害を受けた資産の種類など

・    ・
円 円 円保険金などで

補填される
金        額

差引損失額の
うち災害関連
支 出 の 金 額

損害金額

○ 寄附金控除に関する事項（　）○28

寄附先の

名 称 等
寄附金

円

特例適用

条 文 等

○ 配偶者や親族に関する事項（　～　）○20 ○23
氏　　　名 個　人　番　号 続柄

配偶者

生 年 月 日

明・大

昭・平

明・大

昭・平・令

明・大

昭・平・令

明・大

昭・平・令

明・大

昭・平・令

障 害 者 国外居住 住 民 税 その他

障 特障 国外 年調 同一 別居 調整

障 特障 年調 16 別居 調整

障 特障 年調 16 別居 調整

障 特障 年調 16 別居 調整

障 特障 年調 16 別居 調整

○ 事業専従者に関する事項（　）○57
事業専従者の氏名 個　人　番　号 続柄 生 年 月 日

明・大

昭・平

明・大

昭・平

従事月数・程度・仕事の内容 専従者給与(控除)額

円

○ 住民税・事業税に関する事項

住

民

税

非上場株式の

少額配当等

非居住者

の 特 例

配当割額

控 除 額

株式等譲渡
所得割額控除額

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

特別徴収 自分で納付

都道府県､市区町村
への寄附

（特例控除対象）

共同募金､日赤

その他の寄附

都道府県

条例指定寄附

市区町村

条例指定寄附

円 円 円 円 円 円 円 円

退職所得のある配偶者・親族の氏名 個　人　番　号 続柄 生 年 月 日

明・大

昭・平

退職所得を除く所得金額

円

障 害 者 その他 寡婦・ひとり親

障 特障 調整 寡婦 ひとり親

事
業
税

非 課 税 所 得 な ど 番
号

所得
金額

円 損益通算の特例適用前の
不 　 動 　 産 　 所 　 得

円 前年中の
開(廃)業

開始・廃止 月
日

　 月　 日

不動産所得から差し引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

事業用資産の譲渡損失など 他都道府県の事務所等

上記の配偶者・親族・事業専従者

のうち別居の者の氏名・住所

氏
名

住
所 国外

所得税で控除対象配偶者

な ど と し た 専 従 者

氏
名

給
与

円 一連
番号

整

理

欄

申告
区分

申告等
年月日 年 月 日

所得
種類

特例適
用条文

＿法
条

の の 項 号

申告
期限 年 月 日

税理士法書面提出

30条 33条の2

税理士署名・電話番号

( )－          －

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

令和 5

東京都千代田区○○1-1-1

タツジン　タロウ
達人　太郎

47,766

措置４１の１８の２、措置４１の１８の３

25000

□□市

日本赤十字ほか
115,000

6,000 75,000 17,000 28,000 13,000

204000 204000

25000

達人　花子 33 4 1

確定

令和 5 確定
麹町

令和 6 3 10

1 0 0 1 2 3 4

東京都千代田区○○1-1-1

同上

タツジン　タロウ

達人　太郎

達人　太郎 本人

3 3 2 9 1

03 1234 1111

1 2 0 0 0 0

1 7 5 2 0 0 0

1 2 8 7 8 4 0

1 4 9 2 0 0 0

1 2 0 0 0 0

1 1 5 1 2 0 0

7 4 6 0 0 0

3 5 4 2 2 2 8

4 5 0 0 0

2 7 1 7 8 0

4 0 0 0 0

2 5 0 0 0

1 1 3 0 0 0

3 8

4 8

1 3 5 4 7 8 0

2 1 8 7

1 2 1 2 0 0

1 2 0 0 0

6 0 0 0

1 0 3 2 0 0

4 7 7 6 6

5 7 6 0 0

5 7 6

2 8 4 8 8

1 0 3 2 0 0

2 1 6 7

1 0 5 3 6 7

* * * * * * * * * * * *

1 1 9 6 7 8 0

2 0 2 8 0 0 0

1 2 4 6 0 0 0

2 7 9 0 2 8

1 5 2 5 0 2 8
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税務署長

年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税 申告書年 月 日

納税地 〒
個人番号

(マイナンバー)

生年
月日 ･ ･

現在の
住　所

又は

居　所

事業所等

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏 名

　 　   年
１ 月 １ 日
の  住  所

職業 屋号･雅号 世帯主の氏名 世帯主との続柄

振替継続希望 種類 青 色 分 離 国 出 損 失 修 正
特農の

表  示
特 農

整理
番号

電話
番号

自宅・勤務先・携帯
－ －

(

単
位
は
円)

受
付
印

収

入

金

額

等

事

業

営業等
区

分

農　業
区

分

不動産
区
分
１

区
分
２

配       当

給 与
区

分

雑

公 的 年 金 等

業 務
区

分

その他
区

分

総
合
譲
渡

短       期

長       期

一       時

所

得

金

額

等

事

業

営   業   等

農       業

不   動   産

利       子

配       当

給与
区

分

雑

公 的 年 金 等

業 　 　 　 務

そ 　 の 　 他

⑦から⑨までの計

総 合 譲 渡 ･ 一 時
○ケ ＋{(○コ ＋○サ )× 1／2}

合       計
(①から⑥までの計＋⑩＋⑪)

所

得

か

ら

差

し

引

か

れ

る

金

額

社 会 保 険 料 控 除

小 規 模 企 業 共 済 等 掛 金 控 除

生 命 保 険 料 控 除

地 震 保 険 料 控 除

寡婦、ひとり親控除
区

分

勤労学生､障害者控除

配偶者
(特 別 )控 除

区
分
１

区
分
２

扶 養 控 除
区

分

基 礎 控 除

⑬から　までの計○24

雑 損 控 除

医療費控除
区

分

寄 附 金 控 除

合       計
(  ＋   ＋   ＋   )○ ○ ○ ○25 26 27 28

○ア

○イ

○ウ

○エ

○オ

○カ

○キ

○ク

○ケ

○コ

○サ

○1

○2

○3

○4

○5

○6

○7

○8

○9

○10

○11

○12

○13

○14

○15

○16
○17
～○18

○19
～○20

○21
～○22

○23

○24

○25

○26

○27

○28

○29

税

金

の

計

算

課税される所得金額
○ ○12 29(  －  )又 は 第 三 表

上の   に対する税額○30
又 は 第 三 表 の ○93

配 当 控 除

区

分

(特定増改築等 )
住宅借入金
等特別控除

区
分
１

区
分
２

政 党 等 寄 附 金 等 特 別 控 除
住宅耐震改修
特 別 控 除 等

区

分

差 引 所 得 税 額

( )－　　－　　－　　－○ ○ ○ ○ ○31 32 33 34 35

－   －   －   － 　 －○ ○ ○ ○ ○36 37 38 39 40

災 害 減 免 額

再差引所得税額(基準所得税額)

(　－　)○ ○41 42

復興特別所得税額
(　×2.1％)○43

所 得 税 及 び 復 興 特 別 所 得 税 の 額
(　＋　)○ ○43 44

外 国 税 額 控 除 等
区

分

源 泉 徴 収 税 額

申 告 納 税 額
(  －  －  －  )○ ○ ○ ○45 46 47 48

予 定 納 税 額
(第１期分・第２期分)

第 ３ 期 分
の 税 額

(  －  )○ ○49 50

納める税金

還付される税金

修
正
申
告

修正前の第３期分の税額
(還付の場合は頭に△を記載)

第３期分の税額の増加額

そ

の

他

公 的 年 金 等 以 外 の
合 計 所 得 金 額

配偶者の合計所得金額

専 従 者 給 与 (控 除 )額 の 合 計 額

青色申告特別控除額

雑所得・一時所得等の
源泉徴収税額の合計額

未納付の源泉徴収税額

本年分で差し引く繰越損失額

平均課税対象金額

変動･臨時所得金額
区

分

延

納

の

届 
 

出

申告期限までに納付する金額

延 納 届 出 額

○30

○31

○32

○33

○34
○35
～○37

○38
～○40

○41

○42

○43

○44

○45
○46
～○47

○48

○49

○50

○51

○52

○53

○54

○55

○56

○57

○58

○59

○60

○61

○62

○63

○64

○65

△

００００

００００

００００

００００

００００

０００

００

００

００

００

０００
還
付
さ
れ
る
税
金
の

受

取

場

所

銀行 本店･支店
金庫･組合 出張所

本所･支所農協･漁協

普 通 当 座 納税準備 貯 蓄預金郵便局

名　等 種類

口座番号

記号番号

公金受取口座登録の同意 公金受取口座の利用

整

理

欄

区
分Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

Ｌ
年 月 日

異
動

補
完

確
認

整理欄 管
理

名
簿

納  管

事  業

住  民

資  産

総  合

分  離

検  算

通  信
日付印

年月日

･  ･

一　連
番　号

（
令
和
五
年
分
以
降
用
）

○44
・
○45
・
○49
・
○51
又
は
　
の
記
入
を
お
忘
れ
な
く
。

○52

この申告書に係る通知等がある場合、e-Taxによる通知を希望します。（□加算税 □予定納税 □還付金振込）

パートナー会社 確定申告申告支援システム

株式会社リードコナン

株式会社RKKコンピューターサービス

ＮＣＳ＆Ａ株式会社

一般社団法人岡山中央総合情報公社 住民税申告受付支援システム

税務LAN®

申告受付システム

The確定申告

富士通Japan株式会社 F@INTAX/Web

テクノ・マインド株式会社 Gran-Tax®

高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワークであるLGWANから
の送信に対応。安心・安全に確定申告データを送信することができます。

総合行政ネットワーク（LGWAN）対応でセキュリティも万全

一般社団法人
岡山中央総合情報公社

国
税
庁
国税電子申告・納税システム（e-Tax）

送
信

電
子
申
告
デ
ー
タ

ステップ3 申告する
電子申告管理ツール
（地方公共団体用）

ステップ1 連動する・ステップ2 確認する

確定申告支援システム 電子申告の達人
（地方公共団体用）

電子申告準備ツール

国税庁

確定申告書等
作成コーナー

LGWAN



・ 申告書［第一表］／申告書［第二表］
・ 申告書［第三表］
・ 申告書［第四表（一）］／申告書［第四表（二）］
・ 申告書［第四表付表（一）］／申告書［第四表付表（二）］／申告書［第四表付表（三）］
・ 所得の内訳書
・ 医療費控除の明細書
・ セルフメディケーション税制の明細書
・ 損益の通算の計算書
・ （特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書
・ （付表）連帯債務がある場合の住宅借入金等の年末残高の計算明細書
・ （特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書（重複適用分）
・ 政党等寄附金特別控除額の計算明細書
・ 認定NPO法人等寄附金特別控除額の計算明細書
・ 公益社団法人等寄附金特別控除額の計算明細書
・ 家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例の適用を受ける場合の必要経費の額
の計算書
・ 変動所得・臨時所得の平均課税の計算書
・ 肉用牛の売却による所得の税額計算書（兼確定申告書付表）

・ 特定証券投資信託に係る配当控除額の計算書
・ 譲渡所得の内訳書（確定申告書付表兼計算明細書）【土地・建物用】
・ 譲渡所得の特例の適用を受ける場合の不動産に係る不動産番号等の明細書
・ 譲渡所得の内訳書（確定申告書付表）【総合譲渡用】
・ 株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書
・ 確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除用）
・ 株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書（特定権利行使株式分及び特定
投資株式分がある場合） 
・ 確定申告書付表（特定投資株式に係る譲渡損失の損益の計算及び繰越控除用）
・ 山林所得収支内訳書（計算明細書）
・ 青色申告決算書（一般用／不動産所得用／農業所得用） 
・ 収支内訳書（一般用／不動産所得用／農業所得用）
・ 社会保険料等に係る控除証明書等の記載事項
・ 医療費に係る使用証明書等の記載事項（おむつ証明書など）
・ 雑損控除に係る領収書等の記載事項
・ 寄附金の受領証等の記載事項
・ 住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書の記載事項
・ 申告書等送信票（兼送付書）

所得税

作成できる帳票

・ 本製品では1名分の申告書のデータの作成が可能です。また、ライセンスの有効期間は1年間となります。
・ 電子申告にはe-Taxの開始届出等の事前準備が必要です。 
・ 法律の定めにより、申告書の記載方法に関するお問い合わせにはお答えできません。所轄の税務署または税理士へお問い合わせください。
・ カラープリンタで白紙用紙に印刷した帳票の提出に関しては、あらかじめ所轄の税務署で受理の可否をご確認ください。

ご購入前にご確認ください

※ Copyright © NTT DATA Japan Corporation       複製厳禁・無断転載禁止

公共統括本部　第三公共事業本部　デジタルプラットフォーム事業部　第三システム統括部　第三営業担当（税務サービスグループ）

0570-010-221
この電話は東京へ着信し通話料はお客様負担となります。IP電話、PHS、海外からは ☎03-6265-1916をご利用ください。 
【受付時間】9:00～ 12:00 ／ 13:00～ 17:00 （土・日・祝日および弊社休業日を除く）

動作環境

●インターネット接続環境 ブロードバンド接続
 （ISDNや一部のCATV回線接続ではご利用いただけない場

合があります。）

●プリンタ 上記日本語OSに対応したレーザプリンタ

●マウス／キーボード 上記日本語OSで使用可能なマウス／キーボード

●日本語変換システム 上記日本語OSに対応した日本語変換システム

●必要なソフトウェア Microsoft .NET Framework 4.6.2
 ※製品インストール時に自動的にインストールされます。

※上記記載のマイクロソフト社製品の詳細につきましては、マイクロソフト社ホームページをご参照ください。

●日本語OS Microsoft Windows 11 ／ 10

●メモリ／CPU 上記日本語OSが推奨するメモリ／CPU

●ハードディスク 空き容量500MB以上
 ※インストール時の空き容量を含みます。

 ※データ領域は別途必要です。

●ディスプレイ 本体に接続可能で、上記日本語OSに対応したディスプレイ
 （解像度：1024×768ドット以上）

●ブラウザ Microsoft Edge
 ※各OSでサポートされている最新のバージョンをご利用ください。

●「達人」、 「達人」のロゴマークは、株式会社ＮＴＴデータの日本における登録商標です。●「電子申告の達人」は、株式会社ＮＴＴデータの
日本における登録商標です。●上記の登録商標または商標は、日本国内において販売される当社の商品に使用するものです。●その他、記
載されている会社名･製品名は各社の商標、または、登録商標です。●このカタログに記載されている製品･サービスの仕様･価格などは、改
良のため予告なく変更することがあります。


